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物部川水環境勉強会「民有林の現状」について

日 時：令和４年11月15日（火）10:00～11:30（WEB開催）

内 容：「民有林の現状」について

講 師：高知県木材増産推進課、高知県治山林道課、香美市農林課

物部川清流保全計画では、「山から海まで途切れなく水が流れる川」を目標のひとつとしています。

豊かな水量を確保・維持するために、物部川が抱える課題について、関係機関が行っている取組等

の現状を学び、共通理解を深めることを目的として、計６回の勉強会を計画しています。

第３回目は令和４年11月 15日（火）に、高知県木材増産推進課、高知県治山林道課、香美市

農林課から「民有林の現状」について説明を行いました。

物部川流域の森林整備（民有林）について（高知県木材増産推進課）

1 森林整備について

森林整備の国の方針として、資源が充実しつつある人工林では、施業の低コスト化の推進により

森林所有者等による適切な森林整備を促進。条件不利地や気象害等の被害森林では、公的な関与に

よる森林整備の推進を進めています。
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森林整備事業については、植付け、下刈り、保育間伐や鳥獣被害対策等に補助を行っています。

また、高知県では、国の補助制度に該当しない森林整備へ県の単独補助や継ぎ足し補助を行い、

間伐や造林などに関する支援を行っています。
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2 高知県、流域３市の森林資源について

本県は、県土の84%を林野が占める全国屈指の森林県であり、森林の蓄積量は、国有林、民有林

合計で2億.で、うち民有林が84%を占めています。また、民有林の人工林のうち、45年生を超

える人工林は80%を超えている状況です。

物部川流域の３市でも45年生を超える人工林は8割を超えており、特に香美市では91％を占

めており、かなり成熟した状況となっています。
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3 間伐と皆伐、再造林面積の推移について（県内）

森林資源の高齢級化に伴い、保育間伐から労力・経費のかかる利用間伐へ移行・増加しています。

流域３市では、３市の間伐年平均面積338.94haのうち、香美市は252.86haと大多数を占める

とともに、県内の間伐面積の約１割を占めています。

県内の齢級構成から、今後皆伐が増えていくことが予想されています。また、皆伐後の再造林率

は30％～40％で推移していますが、県では、再造林率の目標値を令和５年度に70％と設定し、

再造林の推進を図っています。
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民有林における治山事業について（高知県治山林道課）

1 治山事業の概要について

治山事業は、森林の維持造成を通じて、山地に起因する災害から生命・財産を保全するとと

もに、水源の涵養や生活環境の保全・形成等を図る極めて重要な国土保全政策の一つで、安全

で安心できる豊かなくらしの実現を図るうえで必要不可欠な事業です。また、治山事業は「全

国森林計画」や「森林整備保全事業計画」に基づき、計画的に推進することとしております。

なお、物部川流域で現在実施している事業は９か所となっています。

2 流域市町村で発生した民有林での主な山地災害について

【繁藤災害】

50年前に当時の土佐山田町繁藤地区で、最大時間雨量95.5ミリ、最大日雨量742ミリと観測

史上最高を記録した大雨によって、大規模な山腹崩壊が発生し、死者60名と県内でもまれにみる

大災害となりました。
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復旧状況として、災害から３年後、昭和50年に対策工事が完成した状況と、その後平成１９年

の状況です。

【平成17年台風14号災害 香美市物部町中尾谷】

左の写真が台風14号による山腹崩壊の状況。右の写真が現在の対策工事の状況です。大規模な

崩壊であったため、河川へ土砂が流入しました。

3 高知県の山地災害危険地区について

県では、ホームページを一部リニューアルし、

山地災害危険地区の位置情報を閲覧しやすくし

ました。局地的な豪雨などに起因する山地災害

から、ご自身や大切な家族を守るためにも、周辺

地域の危険地情報をご確認いただき、災害時の

備えや緊急時の避難行動等にお役立てくださ

い。

山地災害危険地区には、山腹崩壊危険地区・崩

壊土砂流出危険地区・地すべり危険地区があり、

台風や降雨時の前には、お住まいの地域の情報

を一度確認していただきますようお願いしま

す。
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森林経営管理制度の取り組みと森林環境譲与税の活用について（香美市農林課）

1 香美市の森林について

この図は航空レーザ測量成果を活用して資源量を把握し、スギ、ヒノキ、その他針葉樹を人工林、

広葉樹を天然林とし、路網の整備状況により区分した図です。赤色で示した部分は人工林が多く境

界確認が進んでいる森林、オレンジ色で示した部分は人工林が多く施業が進んでいる森林、黄色で

示した部分は人工林が多く路網が整備されている森林。青色で示した部分は天然林が多く路網が整

備されていない森林です。緑色の部分は国有林です。

森林は主に市内の森林組合によって間伐等の森林整備が行われてきておりますが、近年森林所有

者の高齢化、地域外転出等により森林経営意欲が低下し、整備の遅れが課題になっています。

2 森林経営管理制度について

森林経営管理制度は、手入れがなされていない森林について、市町村が仲介役となって、森林所

有者の方々と林業経営体をつなぐ制度です。この制度を利用して、健全な森づくりを進め、山崩れ

の防止や水源のかん養、木材生産など、森林の多面的な機能を高めていきます。
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意向調査は、既存路網の活用が可能な、森林経営計画区域に隣接した人工林の森林所有者を優先

的に調査することとし、令和元年度から実施しています。意向調査対象地を決定した後、森林所有

者を特定した後、意向調査票を送付します。ただし、森林所有者の中には、登記所有者が既に亡く

なられ、相続登記がなされていないことから、相続人の探索に時間を要する場合が多々あります。

また、登記簿情報では、所有者の特定ができない場合もあります。意向調査の回収率は令和元年度

60％、令和２年度90％、令和３年度71％となっています。

意向調査の回答結果は、回答の有無、回答の内容別に整理し、GIS に登録します。GIS 上でデー

タ管理することにより、視覚的にも進捗状況が確認しやすくなります。市内の森林面積から考える

と、意向調査実施面積を拡大したい思いはありますが、対応できる人員の確保・育成がまず必要な

状況です。
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意向調査実施後、施業を行うためには森林の境界を確認する必要があります。国土調査が済んで

いない地域に関しては、意向調査の翌年度に森林所有者立会いによる境界の確認を行いますが、境

界の確認に携わる人員が不足しており、年間に実施可能な面積が制限されている課題があります。

境界明確化が完了後は、森林組合により森林経営計画が策定され、森林施業が実施されます。今

後の展開としまして、これまで林業経営に適した森林の所有者に優先的に意向調査を実施してきま

したが、災害防止や森林の多面的機能の発揮の観点から、森林保全を目的とする森林の整備にも着

手することを計画しています。
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3 香美市の森林環境譲与税の活用について

香美市の森林環境譲与税の使途としまして、大きく３つに区分しており、上から森林整備、人材

育成、木材利用・普及PRとなります。

森林は香美市の主要産業の場として、また、市民の生活に欠かせない水の源として、私たちの生

活に深く関わっています。そのため、森林整備及び森林整備に関わる担い手の確保・育成を重点的

に行うこととしています。一方で市の人口は市街化区域に集中しており、木や森林を身近に感じる

機会は意外と少ない現状があります。そのため、木を「伐って、使って、植えて、育てる」という

森林資源の循環利用を進めるために、令和２年度より新生児に木のおもちゃをプレゼントする事業

も実施しています。
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質疑応答・意見

1 災害復旧工事の植樹について

繁藤・中尾谷での災害復旧工事で植栽された樹種について質問。

→主にスギ・ヒノキだが、地元の要望を受けて地域にあった樹種（ケヤキ・クヌギ）を

採用していると回答。

2 再造林、間伐について

再造林率が30～40％の現状では、人工林のサイクルが崩れてきている。森林管理の担

い手が森林組合しかいない状況では整備に手が回らない現状。また、保育間伐で切捨間伐

との説明があったが、土砂流出を防ぐ切置間伐を進めてはどうかとの意見。

→県は再造林率を70％を目指してそれぞれの林業事務所で推進協議会を立ち上げている

が、林業経営に適した土地の割合は概ね７割を根拠に算定している。補助事業を活用し、

担い手の育成も含めて取り組んでいきたい。また、間伐の手法も意見を参考にしていき

たいと回答。

3 上流からの土砂供給について

上韮生川では護岸が被災している状況が多々見受けられる。上流からの土砂供給が絶た

れた結果、護岸が崩れることが原因であり、砂防ダムでの土砂供給の方法を検討するなど、

トータルで考えていかなければいけないとの意見。

→防災面を考慮した森林整備について、今後、渓畔林整備についても協議を行う予定とし

ていると説明。

4 皆伐後の処置、流域への広報・周知について

再造林率70％に向けての努力は見受けられるが、手入れできない森林は行政が買い取

るなど手法はとれないかとの意見。また、県が先行して実施した森林環境税の取組につい

て、税を賦課して山を守る意義を流域住民へ周知していかなければいけない。問題点を広

報し、場合によっては法律を変えるなどしなければいけないのではないかとの意見。

→森林環境税は継続する方針と報道されたところだが、内容を調べ皆さんに周知したい。

また、森林管理制度の中で林業経営に適さない森林は市町村が管理する手法もあるが、

意向調査の手法等は今後の課題となっている。

5 意向調査について

奥物部は森林所有者も多く、川沿いや急傾斜地に植林されている状況であるため、意向

調査だけでもかなり時間がかかると思われる。香美市だけに任せずどうすれば良いか、県

も含めて考えていかなければいけないとの意見。

→この勉強会は解決すべき課題の洗い出しも目標の一つとしている。最適解と納得解は関

係する人が知恵を出し合い、考えていくことが清流保全推進協議会のテーマの一つであ

ると説明。


